
「そろそろ会社を引き継ぎたい
けど何から取り組んでよいかわか
らない…」「引き継ぎたいが子ども
がおらず後継者がいない…」な
ど、ご自身の事業を引き継ぐにあ
たりお困り事はございませんか？
本相談会では、公的機関の相談員
が皆様のお悩みに対応いたしま
す。ぜひ一度、お気軽にご相談く
ださい。
日時／7月15日（火）各１時間
①午前10時～
②午前11時30分～
③午後１時30分～
④午後3時～
場所／愛知県海部県民事務所
相談員／愛知県事業承継・引継ぎ
支援センター
対象／愛知県に事業所をお持ち
の経営者または後継者
定員／４枠（各枠につき１事業者）
申し込み／7月８日（火）まで
愛知県中小企業金融課
☎052（954）6332
kinyu@pref.aichi.lg.jp
FAX：052（954）6924
産業振興課☎（５５）７１２８

内職のお仕事をお探しの方へ
相談・あっせんを行います。内職の
お仕事を出したい事業所も募集し
ます。
日時／７月９日（水）、30日（水）
午前10時～正午
午後１時～3時
場所／市役所南館1階会議室1-6
持物／本人確認ができるもの（免
許証など）
県労働協会内職相談
　☎０５２（５６２）５０１６
　産業振興課☎（５５）７１２８

国民年金保険料を納めることが経済的に困難な場合は、未納のままに
せず、「国民年金保険料免除・納付猶予制度」の手続きを行ってください。
※学生の方はこの制度を利用できません。学生納付特例制度をご利用く
ださい。
申請免除制度/ご本人から申請書を提出いただき、申請後に承認される
と、保険料の納付が免除になります。「全額」、「４分の３」、「半額」、「４分
の１」の４段階の免除があります。
【免除要件】
・本人と配偶者、世帯主の前年所得がそれぞれ別表の所得の基準以下
のとき

納付猶予制度/ご本人から申請書を提出いただき、申請後に承認される
と、保険料の納付が猶予されます。
【猶予要件】
・５０歳未満の方が対象（学生を除く）
・本人と配偶者の前年所得がそれぞれ別表の全額免除の所得の基準
以下のとき
※世帯主の所得は審査対象にはなりません。
・納付猶予された期間は、老齢基礎年金の年金額には反映されませ
ん。
※「全額免除」および「納付猶予制度」が承認された方は、申請時に翌年
度以降も引き続き審査を希望されると、毎年度の申請手続きが不要
です。なお、失業などによる特例免除承認者は、翌年度も申請が必要
です。

承認期間/令和７年７月～令和８年６月（過去２年１か月前までの期間も、さ
かのぼって申請可）
申請に必要なもの
・基礎年金番号がわかるもの
・「雇用保険被保険者離職票」または「雇用保険受給資格通知」、「雇用保
険受給資格者証」などのコピー（失業を理由に申請する場合のみ必要）

日本年金機構ホームページ→

くらし
事業承継個別相談会を

開催します

市からのお知らせ

くらし
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くらし
国民年金保険料の免除制度・納付猶予制度

保険年金課　☎（55）７１１９
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